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1――はじめに 

非正規雇用労働者の実態を国際比較する際に重要なのが非正規雇用労働者を区分する定義であるも

のの、その定義は国によって異なっており、必ずしも収斂していない。さらに一国の間でもその定義

が纏まっていないケースが多く、日本と韓国の場合も複数の定義が存在する。 

 

2――日本における非正規雇用労働者の定義 

まず、日本の労働力調査では、非正規雇用労働者を「労働契約期間、以下、従業上の地位」と「勤

め先での呼称、以下、雇用形態」により区分している。従業上の地位による分類では雇用者のうち、1

か月以上1年以内の期間を定めて雇われている者である「臨時雇」と日々又は1か月未満の契約で雇

われている者である「日雇」が非正規職として扱われている。一方、雇用形態による分類では、会社，

団体等の役員を除く雇用者について勤め先での呼称により、「正規の職員・従業員」、「パ－ト」、「アル

バイト」、「労働者派遣事業所の派遣社員」、「契約社員」、「嘱託」、「その他」の7つに区分しており、

このうち「正規の職員・従業員」以外の6区分をまとめて「非正規の職員・従業員」として表章して

いる。 

しかしながら、2つの定義による正規雇用労働者の割合は大きな差を見せている。2015年現在従業

上の地位（労働契約期間）による非正規雇用労働者の割合は 7.6％に過ぎず、雇用形態（勤め先での

呼称）による非正規雇用労働者の割合37.5％を大きく下回っている。図表1を見ると、従事上の地位

による非正規雇用労働者の割合は80年代から90年代半ばまでには大きな変化がなかったものの、そ

の後14％弱まで上昇し、2013年から大きく低下していることが分かる。その理由は 2013年 1月から

労働力調査の調査事項等が変更されたからである。つまり、労働力調査では「従業上の地位」につい

て「常雇（無期の契約）」と「常雇（有期の契約）」の区分を新たに設けており、今までは「臨時雇」

と回答していた者（同じ勤務先で1年以上働いていた臨時雇）が、新たな調査票では「常雇（有期の

契約）」に回答したことにより、「臨時雇」の数は減り、｢常雇｣の数は増えることになったのである1。 

                                                
1 労働力調査によると 2013 年における｢臨時雇｣と｢日雇｣の数は前年に比べてそれぞれ 263 万人と 25 万人が減少している。
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図表1 日本の労働力調査における二つの定義による非正規雇用労働者の推移 

 

資料）総務局「労働力調査詳細調査」より筆者作成。 

 

図表 2 日本における調査別非正規雇用労働者の概要と割合 

 

 

 

 

                                                                                                                                                            
したがって、これまでの結果とは表章項目が同じであっても単純に比較することはできない。 
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従業上の地位
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雇用の構造に関する
実態調査（パートタイ
ム雇用者総合実態調
査）
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関する総合実態調査

就業構造基本調査
労働力調査
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非正規雇用雇
用者の定義

1週間の労働時間が35
時間未満に満たない
雇用者

※正社員以外の雇用
者：パート＋その他の
雇用者

・パート：正社員以外
の雇用者でパートタイ
マー、アルバイト、嘱
託、契約社員、臨時社
員、準社員などの名称
にかかわらず、1週間
の所定労働時間が正
社員よりも短い雇用者

・その他：正社員や
パート以外の雇用者
（1週間の所定労働時
間が正社員と同じか長
い雇用者）

※勤め先での呼称、
雇用形態により区分
パート、アルバイト、雇
用者派遣事業所の派
遣社員、契約社員・嘱
託、その他が非正規
雇用者に含まれる

※正社員：雇用されて
いる雇用者で雇用期
間の定めの無い者の
うち、他企業への出向
者などを除いた雇用
者。

※正社員以外の雇用
者：出向社員、契約社
員（専門職）、嘱託社
員（再雇用者）、「パー
トタイム雇用者、臨時
雇用者、派遣雇用者
（受け入れ）、その他を
合わせた雇用者。

※非正規の職員・従業
員：一般職員又は正社
員などと呼ばれている
正規の職員・従業員以
外の者

※労働契約期間、従
業上の地位により区
分、臨時雇と日雇が非
正規雇用者に含まれ
る

非正規雇用労
働者の割合

26.9％（2009年） 34.4％（2011年） 37.5％(2015年）
正社員以外の雇用者
の割合39.8％(2014)

38.2%(2012年) 7..5％(2015年)
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一方、日本の非正規雇用労働者の代表的な基準になっている雇用形態による非正規雇用労働者の割

合は80年代から上昇し始め、現在までも上昇傾向にある。神林（2013）は、このように非正規雇用労

働者の増加の時系列的趨勢が異なる点に注目し、「非正規雇用労働者の定義の違いは、単なる統計的計

測の問題や講学上の文などではなく、労働市場において非正規雇用労働者が担う役割と密接にかかわ

る重要な論点だと考える必要がある。」と主張している。 

日本では労働力調査以外にもいくつかの調査で非正規雇用労働者の規模を把握しているものの、調

査により定義は異なる。図表2は、日本における調査別非正規雇用労働者の定義と割合を整理したも

のであり、大きく「労働時間」、「勤め先での呼称」、「従業上の地位（労働契約期間）」という三つの定

義により区分されていることが分かる。 

 

3――韓国における非正規雇用労働者の定義 

 韓国においても非正規雇用労働者の定義を巡って政府と労働組合、そして研究者の間に論争が続い

ている。IMF経済危機以降非正規雇用労働者の概念や範囲を巡って議論が続いたため、労使政委員会2

は2002年 7月「非正規特別委員会」を開き、雇用形態による分類基準に合意した。これによって非正

規雇用労働者の範囲には、雇用の持続性を基準にした限時的労働者(contingent worker)や期間制労働

者、労働時間を基準にしたパートタイマー、そして労働提供方法を基準にした非典型労働者(派遣、用

役、特殊雇用職、在宅労働者等)が含まれることになった(図表3)。 

しかしながら「非正規特別委員会」の基準によって非正規雇用労働者に対する概念が統一されるこ

とになったものの、それ以降も政府や労働組合、そして研究者が発表する非正規雇用労働者の割合は

相変わらず大きな差をみせている。政府や労働組合とも統計庁の「経済活動人口調査」に基づいて集

計をしているにもかかわらず、差が生じているのはなぜだろうか。 

その理由は、政府統計は、図表3の通り、「経済活動人口調査」の付加調査から、①契約期間（無期

か有期か）、②1日の労働時間（フルタイムかパートか）、③契約関係（直接雇用か間接雇用かあるい 

は、個人事業主か）といった3つの基準に基づいて有期契約であり、短時間勤務をしており、3者3以

上の雇用契約を結んでいる場合と、呼び出し労働、特殊労働、派遣労働、役務労働、家内労働を加え

て非正規雇用労働者と定義している（重複は除いている）。これに対して労働組合の統計では、政府統

計で非正規雇用労働者と区分される労働者に加えて、「経済活動人口調査」の本調査において、正規臨

時職 ・正規日雇職と区分されている労働者も非正規雇用労働者に含んでいる。すなわち、労働組合は

④賃金、労働条件、企業の福利厚生、公的社会保険制度が適用されているかどうか、⑤勤務場所に持

続性があるかどうかによって、社会保険の適用がされず、勤務場所が頻繁に変わっている労働者（図

表4の正規臨時職と正規日雇職）を非正規雇用労働者として分類している。 

図表 4は正規職の中の正規臨時職と正規日雇職を非正規雇用労働者とした分類して非正規雇用労働

者の割合を再計算したものであり、その割合が労働組合が発表した正規雇用労働者の割合に近似して

いることが分かる。 

                                                
2 日本の政労使委員会にあたる。 
3 ここでいう「3 者」とは企業、派遣会社、労働者を意味している。従って、3 者以上の雇用契約を結んでいる場合とは派遣

業者などを経由して労働者を雇ったケースのことである。 
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図表3 2002年労使政合意による非正規雇用労働者の区分 

 

 

図表4 正規臨時職と正規日雇職を非正規雇用労働者とした分類した推計 

 

資料) 李ビョンヒ(2008)「非正規職保護法施行1年の雇用効果」 

 

 

分類
区分

定義 特徴

雇用
の持
続性

雇用契約期間を定めた者、あるいは雇用契約期間を定めていないものの非
自発的理由で継続雇用が期待できない者

従属性が強い

労働
時間

同種の労働者より労働時間の短い労働者 従属性が強い

派遣労働者
ある会社（派遣元事業主）と雇用関係にあるが，別の会社に派遣され，派遣
先の会社の指揮命令の下で働く者

派遣先の会社の
指揮命令の下で働く

用役労働者
日本の請負労働者に類似、業務請負会社に雇われ、請負会社と契約を結ん
だ他の会社で働く者(例 :掃除業務や守衛業務などが多い)

業務請負会社の
指揮命令の下で働く

特殊雇用職労働
者

独立請負労働者、独自の事務室、店舗、または作業場を持たず、さらに非独
立的な形態で業務を遂行しているが、労働力提供の方法，労働時間などは
独自的に決定し、個人的な募集・販売・配達・運送などの業務を通じて顧客を
探したり、商品やサービスを提供し、仕事をした分だけ所得を得る者。ゴルプ
場のキャディー、保険外交員、学習誌の訪問販売教師など

独立性が強い

在宅労働者
在宅勤務、家内下請けのように事業体が提供した共同の作業場ではなく、家
庭内で作業がなさらる場合が定義され、対象者の家庭だけではなく、隣家ま
たは近所の他の家庭に集まって作業をする場合もこれにあたる。

独立性が強い

日雇い労働者
(呼出し労働者)

雇用契約を締結せず、仕事が生じた場合、何日間あるいは何週間ずつ働く形
態の労働者、日雇い労働者

従属性が強い

区分

限時的労働者

パートタイマー
（時間制労働者）

労働
提供
方法

非典
型労
働者

単位：万人、％

2002.08 2003.08 2004.08 2005.08 2006.08 2007.08 2008.08

27.4 32.6 37.0 36.6 35.5 35.9 33.8

56.6 55.4 55.9 56.1 55.0 54.2 52.1

56.9 56.3 58.3 57.2 56.8 56.4 53.4

雇用者 1,403.2 1,414.9 1,458.4 1,496.7 1,535.1 1,588.3 1,610.3

正規雇用労働者 1,019.1 954.3 919.0 948.5 989.4 1,018.0 1,065.8

①正規常用職 605.0 618.4 608.8 641.3 663.9 693.1 749.8

②正規臨時職 341.7 310.0 284.4 280.3 292.6 293.6 280.6

③正規日雇職 72.4 25.9 25.8 26.9 32.9 31.3 35.4

非正規雇用労働者(雇用者－正規常用職） 798.2 796.5 849.6 855.4 871.2 895.2 860.5

韓国政府が発表した非正規雇用労働者の割合

労働組合が発表した非正規雇用労働者の割合

正規職の中の②正規臨時職と③正規日雇職を非正規職と

して分類して、再計算した時の非正規雇用労働者の割合
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図表5は、韓国の非正規雇用労働者数の推移を2001 年から 2015年にかけてみたものである。ふた

つの数字が並んでいるのは、政府発表の統計と労働組合側の発表とで非正規の割合が違うからである。

2015年 8月時点でみると、政府側は非正規雇用労働者の割合を32.5％としているのに対して、労働組

合側は45.0％としており、両者のあいだに12.5ポイントの差が生じている。 

 

図表5 韓国における非正規雇用労働者割合の動向(政府と労働組合の定義に基づいて) 

 

資料)韓国統計庁「経済活動人口調査」各年、金ユソン(2015)「韓国の非正規雇用の規模とその実態

2015年 8月」より作成 

 

 非正規雇用労働者の概念に対しては国際的に統一された基準はないものの、OECDは国家間の比較の

ために通常、雇用の限時性を基準とした「Temporary workers」を把握・比較している。韓国統計庁は、

期間制労働者、派遣労働者、日雇い労働者、短期期待労働者が「Temporary workers」に該当すると判

断し、毎年8月に関連データをOECDに提出している。図表6は OECD主要国のTemporary Workers の

割合の推移を見たものであり、2014年時点における韓国のTemporary Workersの割合は21.6％で OECD

諸国の中でも高い水準であることに比べて、同時期の日本の割合は7.6％でかなり低い。 

 

図表6 OECD主要国のTemporary Workers の割合の推移 

 

資料）OECD Stat Extracts 

 

 

26.8 27.4

32.6

37 36.6 35.5 35.9
33.8 34.9

33.3 34.2 33.3 32.6 32.4 32.5

55.7 56.6 55.4 55.9 56.1 55.0 54.2 
52.1 51.9 50.4 49.4 

47.8 
45.9 45.4 45.0 

0

10

20

30

40

50

60

2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015
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政府 労働組合

  2005 2007 2009 2010 2011 2012 2013 2014

カナダ 13.2 13.0 12.5 13.4 13.7 13.6 13.4 13.4

ドイツ 14.2 14.6 14.5 14.7 14.5 13.7 13.3 13.0

オランダ 15.5 18.1 18.3 18.5 18.4 19.5 20.6 21.7

ポーランド 25.7 28.2 26.5 27.3 27.0 26.9 26.9 28.4

スペイン 33.3 31.6 25.2 24.7 25.1 23.4 23.1 24.0

日本 14.0 13.9 13.7 13.8 13.7 13.7 8.4 7.6

韓国 27.4 24.7 26.0 25.2 23.8 23.1 22.4 21.6
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このように日本の数値が低いのは、労働力調査の従業上の地位（労働契約期間）による非正規雇用

労働者の割合をOECDに提出した可能性が高い。実際、図表 1の従業上の地位（労働契約期間）による

非正規雇用労働者の推移と図表 6の日本のデータを見ると、その水準や推移が酷似していることが分

かる。 

 

4――おわりに 

日韓両国における非正規雇用労働者の定義は異なり、その定義により非正規雇用労働者の規模に差

が出ているものの、労働力の非正規化は両国において大きな社会的課題として扱われている。韓国政

府は非正規職に対する対策として 2006年から｢非正規職保護法｣を実施しており、その結果非規職の割

合は少し減少しているものの、非正規職の処遇水準は大きく改善されておらず、正規職と大きな差を

見せている。一方、日本政府は2015年に「正社員転換・待遇改善実現プラン（５か年計画）」を策定

し、非正規職の処遇改善に本格的に動き出し始めた。さらに、最近は正規職や非正規職という雇用形

態に関わらず、同じ仕事なら同じ賃金を支払うべきだという「同一労動同一賃金(Equal pay for equal 

work)」の導入に向けて積極的な動きを見せているもののその成果が出るまではまだ時間がかかること

が予想される。日韓政府がそれぞれ実施している労働市場の柔軟化政策と非正規労働者に対する処遇

改善対策が今後どのような成果を産むのか、また、非正規労働者の規模にはどのような影響を与える

のか、今後の動向に注目したい。 

 

 


